
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の加熱コイルを第１の周波数で駆動する第１のインバータと、前記第１の周波数を
制御する第１の周波数制御手段と、前記第１の周波数に関する周波数情報を出力する第１
の周波数検知手段と、使用者の設定に対応して前記第１のインバータの出力を制御する第
１の出力設定手段と、前記第１のインバータの動作状態に関する動作情報を出力する第１
の動作状態検知手段と、第２の加熱コイルを第２の周波数で駆動する第２のインバータと
、前記第２の周波数を制御する第２の周波数制御手段と、前記第２の周波数に関する周波
数情報を出力する第２の周波数検知手段と、使用者の設定に対応して前記第２のインバー
タの出力を制御する第２の出力設定手段と、前記第２のインバータの動作状態に関する動
作情報を出力する第２の動作状態検知手段と、前記第１および第２の周波数情報と前記第
１および第２の動作情報とに基づいて前記第１および第２の出力設定手段の制御を補正す
る周波数補正手段とを備え、前記第１及び第２の動作状態検知手段は、前記各インバータ
負荷の大小及び材質を判断し、前記各負荷の大小及び材質を示す前記動作情報を前記周波
数補正手段に出力し、前記周波数補正手段は、前記

動作情報

によ 前記第１と第２の周波数の差 干渉音
が発生する恐れがあると判断したときは前記 インバータの出力を低減して周波数を
上げ、
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第１のインバータの負荷を底径の小さ
な無負荷に近いホーロー鍋と判別する前記第１の動作状態検知手段からの と前記
第２のインバータの負荷を底径の大きなホーロー鍋と判別する前記第２の動作状態検知手
段からの動作情報と り、 が所定レベルを越えかつ

第１の
前記第１のインバータの負荷を底径の小さな無負荷に近いホーロー鍋と判別する前



前記
第１と第２の周波数の差が所定レベルを越えていても干渉音の発生が少ないと判断したと
きは前記 インバータの出力をそのままとして出力を補正しないように、前
記第１および第２の出力制御手段に指示して制御を補正する多口誘導加熱調理器。
【請求項２】
　動作状態検知手段が、インバータの現時点の入力電流値，出力レベル，および周波数を
入力して負荷の大小を判定し、結果をディジタルデータにより動作情報として周波数補正
手段に出力するようにした請求項１記載の多口誘導加熱調理器。
【請求項３】
　周波数識別信号発生手段を備え、周波数検知手段が検知した周波数を離散的なＮ段階に
区分してディジタルデータにより周波数補正手段に出力するようにした請求項１または２
に記載の多口誘導加熱調理器。
【請求項４】
　表示装置を備え、周波数が補正されたときに表示するようにした請求項１ないし３のい
ずれかに記載の多口誘導加熱調理器。
【請求項５】
　表示装置を備え、周波数補正手段による周波数の補正量あるいは前記周波数の補正に伴
う出力レベルの抑制量が所定値を越えたときに表示するようにした請求項１ないし４のい
ずれかに記載の多口誘導加熱調理器。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
　本発明は、複数の加熱コイルを備え、その複数の加熱コイルが同時に作動したとき、加
熱コイルから発生する磁界の相互干渉により発生する相互の発振周波数差の干渉音が発生
しないようにする多口誘導加熱調理器に関する。
【０００２】
【従来の技術】
　近年、大出力の加熱コイルと、それを駆動するインバータとを複数組備えた多口誘導加
熱調理器が多く提供されてきている。
【０００３】
　同一本体内に複数の加熱コイルを備える場合には、加熱コイルにインバータから供給さ
れる高周波電流の発振周波数が異なると、干渉音が発生する恐れがある。そのため、従来
、たとえば特公昭６１－１３３５５号公報の第１図に開示されているように、複数の加熱
コイルの周波数を周波数混合器に入力して周波数差を検出し、その周波数差が小さい場合
には可変周波数出力制御が選択され、周波数差が大きい場合にはデューティ可変出力制御
が選択される構成の多口誘導加熱調理器が提案されている。
【０００４】
　また、一定周波数で出力を連続可変できる２石式のインバータを搭載した誘導加熱も提
案されている。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
　上記の特公昭６１－１３３５５号公報に示される構成では、加熱コイルに供給される電
流の周波数を検知するために、変流器５，１３と周波数混合器１８とが必要となり、また
周波数差の大小により可変周波数出力制御とデューティ出力制御とを切り換える制御回路
が必要で、回路構成が複雑になるという問題があった。
【０００６】
　また、２石式の一定周波数出力可変インバータは、電位の異なるパワースイッチング素
子を備え、それらのスイッチング損失が大きくなる傾向があるため、パワー部の部品点数
が増加し、本体の小型化が困難となるという問題があった。
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記第１の動作状態検知手段からの動作情報と前記第２のインバータの負荷を底径の大きな
非磁性ステンレス鍋と判別する前記第２の動作状態検知手段からの動作情報とにより

第１及び第２の



【０００７】
　本発明は上記課題を解決するもので、周波数可変機能を備えたインバータ回路を複数個
備え、相互の加熱コイルから発生する干渉音が少なく、かつ小型の多口誘導加熱調理器を
提供することを目的とする。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
　請求項１に係わる発明は、第１の加熱コイルを第１の周波数で駆動する第１のインバー
タと、前記第１の周波数を制御する第１の周波数制御手段と、前記第１の周波数に関する
周波数情報を出力する第１の周波数検知手段と、使用者の設定に対応して前記第１のイン
バータの出力を制御する第１の出力設定手段と、前記第１のインバータの動作状態に関す
る動作情報を出力する第１の動作状態検知手段と、第２の加熱コイルを第２の周波数で駆
動する第２のインバータと、前記第２の周波数を制御する第２の周波数制御手段と、前記
第２の周波数に関する周波数情報を出力する第２の周波数検知手段と、使用者の設定に対
応して前記第２のインバータの出力を制御する第２の出力設定手段と、前記第２のインバ
ータの動作状態に関する動作情報を出力する第２の動作状態検知手段と、前記第１および
第２の周波数情報と前記第１および第２の動作情報とに基づいて前記第１および第２の出
力設定手段の制御を補正する周波数補正手段とを備え、前記第１及び第２の動作状態検知
手段は、前記各インバータ負荷の大小及び材質を判断し、前記各負荷の大小及び材質を示
す前記動作情報を前記周波数補正手段に出力し、前記周波数補正手段は、前記

動作情報
によ 前記第１と第２の周波数の差

干渉音が発生する恐れがあると判断したときは前記 インバータの出
力を低減して周波数を上げ、前記第１と第２の周波数の差が所定レベルを越えていても

干渉音の発生
が少ないと判断したときは前記 インバータの出力をそのままとして出力を
補正しないように、前記第１および第２の出力制御手段に指示して制御を補正する多口誘
導加熱調理器であり、また、
　請求項２に係わる発明は、動作状態検知手段が、インバータの現時点の入力電流値，出
力レベル，および周波数を入力して負荷の大小を判定し、結果をディジタルデータにより
動作情報として周波数補正手段に出力するようにした請求項１記載の多口誘導加熱調理器
であり、また、
　請求項３に係わる発明は、周波数識別信号発生手段を備え、周波数検知手段が検知した
周波数を離散的なＮ段階に区分してディジタルデータにより周波数補正手段に出力するよ
うにした請求項１ないし６のいずれかに記載の多口誘導加熱調理器であり、また、
　請求項４に係わる発明は、表示装置を備え、周波数が補正されたときに表示するように
した請求項１ないし７のいずれかに記載の多口誘導加熱調理器であり、また、
　請求項５に係わる発明は、表示装置を備え、補正された周波数、および補正に伴って出
力レベルが所定値を越えたときに表示するようにした請求項１ないし４のいずれかに記載
の多口誘導加熱調理器である。
【０００９】
【作用】
　請求項１に係わる発明において、動作状態検知手段が、インバータの負荷の大小をイン
バータ入力電流，インバータ出力，および周波数とにより判定し、周波数補正手段は、第
１および第２の出力設定手段が制御設定した出力状態において、各インバータの負荷状態
とそれぞれの周波数とに応じて、出力設定手段が設定している出力レベルを補正して周波
数を変える。また、周波数補正手段は、
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第１のイン
バータの負荷を底径の小さな無負荷に近いホーロー鍋と判別する前記第１の動作状態検知
手段からの と前記第２のインバータの負荷を底径の大きなホーロー鍋と判別する
前記第２の動作状態検知手段からの動作情報と り、 が所
定レベルを越え 第１の

前
記第１のインバータの負荷を底径の小さな無負荷に近いホーロー鍋と判別する前記第１の
動作状態検知手段からの動作情報と前記第２のインバータの負荷を底径の大きな非磁性ス
テンレス鍋と判別する前記第２の動作状態検知手段からの動作情報とにより

第１及び第２の

第１のインバータの負荷を底径の小さな無負荷に
近いホーロー鍋と判別する第１の動作状態検知手段からの動作情報と第２のインバータの



第１と第２の周波数の差 干渉音が発生する恐れがあると判断し
たときには のインバータ出力を下げて周波数を変えるが、

前記第１と第２の周波数の差が所定レベルを越えていて
も干渉音の発生が少ないと判断したときには 周波数を変えないように出力
設定手段の制御を補正し、干渉音が発生する可能性がある負荷の組み合わせの場合には負
荷の大小に応じて発振周波数を補正し、周波数差がある程度あっても干渉音の起こりにく
い負荷の組み合わせの場合には周波数を変えず、また発振周波数差の許容量を増加させる
ような操作を可能として、調理上不都合ができるだけ起こらないようにきめ細かい補正を
可能にする。
【００１０】
　請求項 に係わる発明において、動作状態検知手段は、負荷の大小情報をディジタルデ
ータで出力する。また、
　請求項 に係わる発明において、周波数識別信号発生手段は、周波数検知手段の周波数
情報を離散化してディジタルデータで出力し、インバータの発振周波数がどの周波数領域
にあるかに区分するとともに、ディジタルデータ化して、周波数制御手段と周波数補正手
段との間の大きい電位差間をフォトトランジスタなどの絶縁型素子で伝送可能とし、また
、高周波雑音による誤動作を防止する。また、
　請求項 に係わる発明において、表示装置は、周波数補正のあったときに表示して、使
用者の意図設定したレベルから変動したことを認識させる。また、
　請求項 に係わる発明において、表示装置は、補正された 周波
数補正時における出力 の所定値超過を表示し、使用者が意図設定したレベルから変
動しても所定レベル以下であれば表示しないようにして、使用者に無用な不安感を与えな
い。
【００１１】
【実施例】
　（ 例１）
　以下、 発明の多口誘導加熱調理器の一 例について図面を参照しながら説明する。
【００１２】
　図１は、２個の加熱コイルを備えた多口誘導加熱調理器の構成を示すブロック図である
。図において、２００Ｖの商用電源１には全波整流器２ａが接続され、その直流出力端子
には第２のインバータ３ａが接続されており、第２のインバータ３ａの最大消費電力は２
ｋＷに設定されている。第２のインバータ３ａは第２の加熱コイル４ａと第２のＬＣ回路
部５ａと第２のトランジスタ６ａとを備え、第２のＬＣ回路部５ａはチョークコイルとコ
ンデンサからなるフィルタ回路や共振コンデンサなどで構成されている。
【００１３】
　第２のカレントトランス７ａは入力電流を検知して第２の入力電流検知手段８ａに検知
電圧を出力する。第２の入力電流検知手段８ａは第２のカレントトランス７ａの検知電圧
を入力して、第２の出力設定手段１０ａに検知電圧を出力する。第２の操作部９ａはタク
トスイッチを押すことにより使用者が命令を入力するもので、第２の出力設定手段１０ａ
にその命令に対応した信号を出力する。第２の電圧検知手段１１ａは第２のトランジスタ
６ａのコレクタ－エミッタ間電圧に比例した電圧を第２の周波数制御手段１２ａに出力す
る。
【００１４】
　第２の出力設定手段１０ａは第２の入力電流検知手段８ａと第２の操作部９ａの出力信
号とを比較するとともに、第２の電圧検知手段１１ａの出力レベルを基準電圧と比較し、
その比較結果に応じて第２の周波数制御手段１２ａに出力設定電圧を出力する。また、第
２の出力識別手段１６ａは第２のインバータ３ａが動作中か否かと、最大出力設定されて
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負荷を底径の大きなホーロー鍋と判別する第２の動作状態検知手段からの動作情報とによ
り が所定レベルを越えかつ

第１ 第１のインバータの負荷を
底径の小さな無負荷に近いホーロー鍋と判別する第１の動作状態検知手段からの動作情報
と第２のインバータの負荷を底径の大きな非磁性ステンレス鍋と判別する第２の動作状態
検知手段からの動作情報とにより

第１及び第２の

２

３

４

５ 周波数の補正量あるいは
抑制量

参考
本 参考



いるかどうかとを示す２桁の２値信号を周波数補正手段１５に出力し、第１の出力識別手
段１６ｂも第１のインバータ３ｂが動作中か否かと、最大出力設定されているかどうかと
を示す２桁の２値信号を周波数補正手段１５に出力する。周波数補正手段１５はそれらの
信号の内容に応じて、第２のインバータ３ａまたは第１のインバータ３ｂの出力制御を、
周波数制御でするか、デューティ制御でするかを決定する。
【００１５】
　第２の周波数制御手段１２ａは第２の出力設定手段１０ａが出力する出力設定電圧レベ
ルに応じて第２のトランジスタ６ａの駆動時間を決定する。第２の周波数検知手段１３ａ
は第２の周波数制御手段１２ａの発振周波数を検知するもので、その検知結果を周波数識
別信号発生手段１４に出力する。周波数識別信号発生手段１４は、あらかじめ６４段階に
区別された周波数範囲のテーブルを備え、第２の周波数検知手段１３ａの検知結果がその
段階に区分された周波数範囲のいずれの段階に属するかを判別し、各段階に対応した信号
を６ビットの信号で出力する。
【００１６】
　商用電源１には上記と異なる第１の加熱コイル４ｂを駆動する誘導加熱装置が接続され
ており、第１の全波整流器２ｂ，第１の加熱コイル１ｂと第１のトランジスタ６ｂを含む
第１のインバータ３ｂ，第１のカレントトランス７ｂ，第１の入力電流検知手段８ｂ，第
１の操作部９ｂ，第１の出力設定手段１０ｂ，第１の電圧検知手段１１ｂ，第１の周波数
制御手段１２ｂ，および第１の周波数検知手段１３ｂが上述の誘導加熱装置の各回路ブロ
ックに対応して構成され、同様の働きをする。
【００１７】
　周波数補正手段１５は、また、周波数識別信号発生手段１４が出力する周波数識別信号
と第１の周波数検知手段１３ｂの検知結果とを入力して比較し、周波数差が所定値以上で
あれば、第２の出力識別手段１６ａと第１の出力識別手段１６ｂの出力情報に応じて、発
振周波数の低いインバータの出力を低下させるように、第２の出力設定手段１０ａまたは
第１の出力設定手段１０ｂに信号を出力して、一方の側の発振周波数を高くする。
【００１８】
　上記構成の誘導加熱調理器についてその動作を説明する。使用者が第２の加熱コイル４
ａの上にホーロー鍋を載置し、第２の操作部９ａの加熱キーを押すと、第２の出力設定手
段１０ａがそれを検知して最大出力、すなわち２ｋＷに対応した基準信号を第２の周波数
制御手段１２ａに出力する。本 例では、マイクロコンピュータがこれらを実行する。
すなわち、前記の第２の操作部９ａの加熱キーのオン状態の発生を検知し、内部の記憶部
から対応するディジタルの基準信号を読み取る。
【００１９】
　第２の出力設定手段１０ａは比較部を備え、前記マイクロコンピュータにその比較機能
が装備されており、前記の基準信号と第２の入力電流検知手段８ａの検知出力をＡ／Ｄ変
換したデータとを比較して、制御信号を出力ポートに出力する。第２の周波数制御手段１
２ａにおいて、第２の出力設定手段１０ａを構成するマイクロコンピュータから出力され
た信号はアナログ信号に変換され、その信号を基にパルス幅制御が行われ、第２のトラン
ジスタ６ａのベースエミッタ間に駆動パルスが出力される。第２のトランジスタ６ａの駆
動信号のパルス幅に応じて第２の加熱コイル４ａと第２のＬＣ回路部５ａの共振コンデン
サに発生する高周波の共振電流が変化して高周波出力が変化する。この場合には前記基準
信号が最大出力に対応しているのでパルス幅が前記ホーロー鍋負荷において最大となり、
第２のインバータ３ａの出力が最大、すなわち２ｋＷとなって、発振周波数は約２５ｋＨ
ｚとなる。周波数識別信号発生手段１４は２０ｋＨｚから４０ｋＨｚまでの周波数範囲を
６４分割し、発振周波数がそのいずれの範囲にあるかを示しているので、約０．３ｋＨｚ
きざみの段階でその発振周波数範囲を示すディジタル信号を出力する。また、第２の出力
識別手段１６ａは第２のインバータ３ａが最大出力設定で動作中であることを示す２桁の
２値信号を周波数補正手段１５に出力する。
【００２０】
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　また、第１の加熱コイル４ｂの上にも上記と同様のホーロー鍋を載置し、第１の操作部
９ｂの加熱キーを押すと、上記と同様に第１のインバータ３ｂの出力が最大となり、出力
２ｋＷで、発振周波数は約２５ｋＨｚとなる。また、第１の出力識別手段１６ｂは第１の
インバータ３ｂが最大出力設定で動作中であることを示す２値信号を周波数補正手段１５
に出力する。
【００２１】
　つぎに、上記の状態のままで第２の操作部９ａの入力キーを操作して、最小出力設定と
すると、第２の出力識別手段１６ａは、第２のインバータ３ａが最大出力設定以外の出力
設定で動作することを示す２桁の２値信号を周波数補正手段１５に出力する。周波数補正
手段１５は、すでに上記のように、第１の出力識別手段１６ｂから第１のインバータ３ｂ
が最大出力設定で動作中であるという信号を入力しているので、第２のインバータ３ａの
発振周波数を最大出力設定に対応した値にしたままで、いわゆるデューティー制御により
最小出力設定に対応したオン，オフ比率で第２のインバータ３ａの出力制御を行う。この
とき、第１のインバータ３ｂの動作が停止すると、第１の出力識別手段１６ｂからの信号
が停止に対応した信号に変わるので、周波数補正手段１５は第１の出力設定手段１０ｂに
信号を送って出力制御をデューティー制御から周波数制御に切り替え、その結果、発振周
波数は最小出力設定に対応して高くなり、約３５ｋＨｚになって出力電力が約３００Ｗと
なる。
【００２２】
　つぎに、第２の加熱コイル４ａの上にホーロー鍋を置いて最大出力設定で動作させ、同
時に第１の加熱コイル４ｂの上に材質が非磁性のステンレスの鍋を置いて第１の操作部９
ｂの入力キーを押して最大出力設定として動作させると、第１の電圧検知手段１１ｂが動
作して約１２００Ｗの出力電力に抑制され、このときの発振周波数は約３３ｋＨｚとなる
。周波数補正手段１５は、周波数識別信号発生手段１４から第２のインバータ３ａの発振
周波数が約２５ｋＨｚであることを示す信号を入力しており、第１のインバータ３ｂとの
周波数差を演算し、この場合は周波数差が約８ｋＨｚとなるので、第２の出力設定手段１
０ａに出力ダウン信号を送り、第２のインバータ３ａの発振周波数が第１のインバータ３
ｂの発振周波数より１ｋＨｚ高い約３４ｋＨｚになるように、第２のインバータ３ａの発
信周波数を高くする。このとき、第２のインバータ３ａの出力電力は約８００Ｗに抑制さ
れる。
【００２３】
　以上のように本 例によれば、第２のインバータ３ａの発振周波数を検知する第２の
周波数検知手段１３ａの検知結果をもとに、第２のインバータ３ａの発振周波数を離散的
な６４段階で示す周波数識別信号を出力する周波数識別信号発生手段１４を備え、周波数
補正手段１５が、その周波数識別信号と、第１のインバータ３ｂの周波数を検知する第１
の周波数検知手段１３ｂからの信号を入力して、第２のインバータ３ａと第１のインバー
タ３ｂの発振周波数差が１ｋＨｚ以内となるよう発振周波数の低いインバータの周波数を
上げるので、第２の加熱コイル４ａと第１の加熱コイル４ｂとを同時に最大出力設定で動
作させたとき、発振周波数がほぼ同じである場合、操作部での設定通りにインバータがデ
ューティー制御で動作し、発振周波数が異なってその差が１ｋＨｚ以上である場合、自動
的に発振周波数の低い加熱コイルの発振周波数を上げて、その差が１ｋＨｚ以内となるよ
うに加熱出力を調整するので、発振周波数差に起因する干渉音の発生を防止することがで
きる。
【００２４】
　また、第２のインバータ３ａの発振周波数を離散的な６４段階で示す周波数識別信号を
出力する周波数識別信号発生手段１４を備えているので、６桁の２値信号で信号伝達可能
となり、第２のインバータ３ａの周波数範囲に関する情報を、電位の大きく異なる周波数
補正手段１５に伝達するのにフォトトランジスタなどの、オンオフによるディジタル的な
絶縁信号伝達素子を使用することが可能となり、回路構成が簡素化されるとともに、雑音
などの影響を受けて誤動作する恐れが少なくなり信頼性が向上する。
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【００２５】
　また、第２の操作部９ａから入力して設定される第２のインバータ３ａの出力設定レベ
ルが最大出力設定か否か、および第２のインバータ３ａが動作中か否かを判別してオンオ
フ信号を出力する第２の出力識別手段１６ａの出力信号と、第１のインバータ３ｂの出力
設定が最大出力設定か否か、および第１のインバータ３ｂが動作中か否かを判別する第１
の出力識別手段１６ｂの出力信号とにより、周波数補正手段１５が周波数補正とするか、
またはデューティー制御とするかを決定するので、第２のインバータ３ａと第１のインバ
ータ３ｂのいずれかひとつが最大出力設定以下の設定になった場合においても、自動的に
周波数制御とデューティー制御を切り替えることにより、発振周波数の差を所定値以下に
して干渉音の発生を防止することができる。また、出力設定手段１０は２桁の２値信号に
より、ディジタル的に信号を周波数補正手段１５に出力するので、信号伝達構成が簡素で
雑音の影響を少なくすることができる。
【００２６】
　（実施例 ）
　以下、 発明の実施例について図面を参照しながら説明する。図２は本実施例の構成を
示すブロック図である。なお、図１に示した 例１と同様の機能をもつ要素には、同一
の番号を付している。本実施例が 例１と異なる点を以下に述べる。
【００２７】
　まず、第２の動作状態検知手段２０ａと第１の動作状態検知手段２０ｂとを備え、第２
の動作状態検知手段２０ａは、第２の電圧検知手段１１ａの出力信号と第２の入力電流検
知手段８ａの出力信号と第２の周波数検知手段１３ａの出力信号とを入力し、周波数補正
手段１７に信号を出力する。また、第１の動作状態検知手段２０ｂは、第１の電圧検知手
段１１ｂの出力信号と、第１の入力電流検知手段８ｂの出力信号と、第１の周波数検知手
段１３ｂの出力信号を入力して、周波数補正手段１７に６桁の２値信号を出力する。
【００２８】
　また、第２の表示手段１９ａと第１の表示手段１９ｂとを設け、第２の表示手段１９ａ
は第２の出力設定手段１ ａの出力信号によりＬＥＤを点灯させ、第１の表示手段１９ｂ
は第１の出力設定手段１ ｂの出力信号によりＬＥＤを点灯させる。
【００２９】
　上記構成の多口誘導加熱調理器について、その動作を説明する。第２の加熱コイル４ａ
の上に底径が約２０ｃｍのホーロー鍋が載置され、第１の加熱コイル４ｂの上には底径が
約８ｃｍのホーロー鍋が載置され、第２の加熱コイル４ａは第２の操作部９ａの入力キー
により最大出力設定され、第１の加熱コイル４ｂも同じく第１の操作部９ｂの入力キーに
より最大出力設定されたとする。
【００３０】
　第１のインバータ３ｂの負荷となる鍋の底径が小さいので、無負荷動作に近く、通常、
第１の電圧検知手段１１ｂが動作して出力を抑制し、出力電力は９００Ｗに抑えられ、そ
のときの発振周波数は約２１ｋＨｚとなる。第１の動作状態検知手段２０ｂは、第１の入
力電流検知手段８ｂから入力電流が小さいという情報と、第１の電圧検知手段１１ｂの出
力信号によりインバータに発生する電圧が高いという情報と、第１の周波数検知手段１３
ｂの出力信号により発振周波数が低いという情報とを入力して、無負荷に近い鍋であると
判別し、１桁の２値信号の「１」を周波数補正手段１７に送る。
【００３１】
　一方、第２のインバータ３ａの負荷となる鍋底は径が大きく、発振周波数は約２５ｋＨ
ｚで、第２の動作状態検知手段２０ａは、第２の入力電流検知手段８ａの出力信号と第２
の電圧検知手段１１ａの出力信号とにより通常負荷であると判別し、１桁の２値信号の「
０」を周波数補正手段１７に出力する。
【００３２】
　周波数補正手段１７は第２の動作状態検知手段２０ａから信号「０」を入力し、第１の
動作状態検知手段２０ｂから信号「１」を入力しているので、「 」の信号を出力する第
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のインバータ３ の発振周波数を約２１ｋＨｚから約２４ｋＨｚまで高くして、出力電
力を約９００Ｗから約７５０Ｗに低減するための信号を、第 の出力設定手段１８ に出
力する。このとき、第 の出力設定手段１８ は第 の表示手段１９ に信号を出力して
ＬＥＤを点灯する。
【００３３】
　つぎに、上記の状態で第２の加熱コイル４ａの上に置く鍋を、底径が約２０ｃｍの非磁
性ステンレンス鍋とすると、第２の電圧検知手段１１ａが動作して出力を抑制し、出力電
力は約１２００Ｗに抑えられ、このときの発振周波数は約３３ｋＨｚとなる。第２の動作
状態検知手段２０ａは、第２の入力電流検知手段８ａによる検知電流値が約６Ａで、第２
の電圧検知手段１１ａによるリミットがかかり、第２の周波数検知手段１３ａで検知する
発振周波数が約３３ｋＨｚという情報を基に、２値信号の「１」を周波数補正手段１７に
出力する。
【００３４】
　周波数補正手段１７は第２の動作状態検知手段２０ａと第１の動作状態検知手段２０ｂ
から入力する信号がともに「１」となるので、周波数の補正処理を実行しない。このとき
、第２のインバータ３ａと第１のインバータ３ｂの発振周波数差は約１２ｋＨｚとなるが
、実験によると干渉音はそれほど大きくなく、気にならない程度である。これは、鍋の材
質による漏洩磁束の分布と強度の違いによるものである。
【００３５】
　以上のように、本実施例によれば第２のインバータ３ａと第１のインバータ３ｂの動作
状態をそれぞれ検知する第２の動作状態検知手段２０ａと第１の動作状態検知手段２０ｂ
と、第２のインバータ３ａの第２の周波数検知手段１３ａの検知結果と第１のインバータ
３ｂの第１の周波数検知手段１３ｂの検知結果に応じて、第２のインバータ３ａの発振周
波数または第１のインバータ３ｂの発振周波数を補正する周波数補正手段１７を備え、周
波数補正手段１７は第２の動作状態検知手段２０ａの検知結果と第１の動作状態検知手段
２０ｂの検知結果とに応じて、第２のインバータ３ａの発振周波数を補正するか、または
第１のインバータ３ｂの発振周波数を補正するかを決定する構成とするので、発振周波数
の差により干渉音が発生する恐れのある場合にはいずれか一方の出力電力を抑制して防止
するとともに、負荷の材質によって発振周波数の差が所定レベルを越えていても干渉音の
発生が少ない場合には、周波数差をなくすために出力を抑制することを避け、調理性能を
制限するのを避けることが可能となる。
【００３６】
　なお、本実施例において第 の表示手段１９ のＬＥＤが点灯する場合を、周波数補正
手段１７が第 のインバータ３ の発振周波数の補正処理を実行したときとしたが、周波
数補正手段１７の第 のインバータ３ の発振周波数の補正量が所定レベル以上となった
場合とすれば、わずかな補正量で表示して使用者に過度の不信感を与えるのを防止できる
。また、補正量に応じて表示すればさらに使用者に親切な表示となる。
【００３７】
【発明の効果】
　 本発明は、第１の周波数検知手段の検知結果と第２の周波数検知手段の検
知結果に応じて第１のインバータの発振周波数または前記第２の発振周波数を補正する周
波数補正手段が、第１の動作状態検知手段の検知結果と第２の動作状態検知手段の検知結
果に応じて、第１のインバータの発振周波数を補正するかまたは前記第２のインバータの
発振周波数を補正するかを決定するので、発振周波数の差により干渉音が発生する恐れの
ある場合には一方の出力電力を抑制して防止するとともに、負荷の材質によって発振周波
数の差が所定レベルを越えていても干渉音の発生が少ない場合には、周波数差をなくすた
めに出力を抑制することを避け、調理性能を制限するのを避けることが可能となるもので
ある。
【００３８】
　また本発明は、周波数補正手段により発振周波数が補正された場合に表示する表示装置
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を設けたので、複数の加熱コイルを駆動したときに、周波数補正手段により自動的にいず
れかの加熱コイルを駆動するインバータの出力電力が抑制された場合に、使用者が気付か
ずに故障したと勘違いするのを防止することができるものである。
【００３９】
　また本発明は、周波数補正手段により補正された発振周波数 あるいはそれに伴
う出力レベル が所定値を越えた場合に表示する表示装置を設けたので、複数の加
熱コイルを駆動したときに、周波数補正手段により自動的にいずれかの加熱コイルを駆動
するインバータの出力電力が大幅に抑制された場合に、使用者が気付かずに故障したと勘
違いするのを防止できるとともに、周波数補正手段による出力電力の抑制量がわずかであ
れば表示せず、むやみに使用者に警告を与えて過度の不安感を与えるのを防止できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の 例１の多口誘導加熱調理器の構成を示すブロック図
【図２】　本発明の実施例 の多口誘導加熱調理器の構成を示すブロック図
【符号の説明】
　３ａ　第２のインバータ
　３ｂ　第１のインバータ
　４ａ　第２の加熱コイル
　４ｂ　第１の加熱コイル
　１０ａ　第２の出力設定手段
　１０ｂ　第１の出力設定手段
　１２ａ　第２の周波数制御手段
　１２ｂ　第１の周波数制御手段
　１３ａ　第２の周波数検知手段
　１３ｂ　第１の周波数検知手段
　１４　周波数識別信号発生手段
　１５　周波数補正手段
　１６ａ　第２の出力識別手段
　１６ｂ　第１の出力識別手段
　１７　周波数補正手段
　１９ａ　第２の表示手段
　１９ｂ　第１の表示手段
　２０ａ　第２の動作状態検知手段
　２０ｂ　第１の動作状態検知手段
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

(10) JP 3785647 B2 2006.6.14



フロントページの続き

(72)発明者  野間　博文
            大阪府門真市大字門真１００６番地　松下電器産業株式会社内
(72)発明者  泉谷　保
            大阪府門真市大字門真１００６番地　松下電器産業株式会社内

    審査官  結城　健太郎

(56)参考文献  特開平０２－２８８１８４（ＪＰ，Ａ）
              特公昭６１－０１３３５５（ＪＰ，Ｂ１）
              特開平０５－３１５０６９（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              H05B  6/12

(11) JP 3785647 B2 2006.6.14


	bibliographic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

